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[論文要旨]
以前より環境訴訟において団体訴訟の活用が重要だと言われてきたが.これまで手続法的な問
題に焦点を絞った分析はそれほどなかった。そこで.本稿では， ドイツ環境団体訴訟とドイツ消
費者団体訴訟から手続法上の問題を抽出し，今日の日本の消費者団体訴訟の議論を踏まえた日本
の民事環境団体訴訟の役割と法的問題を明らかにする。
ドイツ環境団体訴訟制度は，一部の州で先行的に実施されていたが.2002年の連邦自然保護
法の改正により導入され，制度の拡充が図られてきた。ここでは，事件の対象を絞り，行政手続
とリンクさせることで，事前の手続参加lのあった団体のみに訴訟の原告適格を与えている。これ
によか濫訴防止の工夫が図られているといえるが，それによって手続上の問題は棚上げされて
しまっている。一方， ドイツ消費者団体訴訟制度は，古くから民事法において被害者の救済を図
るために創設され，その機能の拡大が図られてきた。手続上の議論は多岐にわたり，公益の内容，
提訴権の法的性質，訴訟審理原則，訴権の濫用等の問題をめぐる議論が今日でも錯綜している。
これらの議論は，環境団体訴訟においてもあてはまりうるものといえる。
こうしたドイツの議論状況に対して，日本の消費者団体訴訟制度の議論を見てみると 1 事件の
特定や既判力監訴の問題等.これまでの環境民事訴訟の議論と重なる部分が多いものの，環境
団体訴訟制度とは必ずしもリンクするものではない。その理由は 日本の環境団体訴訟で解決を
求めようとしているものは， ドイツ環境団体訴訟制度や日独の消費者団体訴訟制度のような適格
団体に訴権を与えることで解決できるものではないからである。例えば，日本の環境団体訴訟で
問題となる団体は，適格団体のような規模の大きい団体だけではなく事件発生後に地域住民で
作ったような小規模な団体であったり，予防だけでなく救済も必要とする集合体であり，こうし
た日本とドイツで用いられる環境団体訴訟というものの内容のちがいという前提が見落とされて
きたといえる。
そこで，環境団体訴訟について， ドイツ環境団体訴訟のような「事前予防」を実現するための
論文受付日 2013年9月24日 大学院研究論集委只会承認日 20日年 11月6日
行政訴訟(予防訴訟)と，日本の環境団体訴訟に求められているような「事後救済」を実現する
ための民事訴訟(救済訴訟)の役割分担をすることで 特性にあった規律が可能となるのではな
いかと考える。
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1 ，はじめに
最近の環境訴訟は，行政法の分野で議論が進展している。これは， ドイツと同じ傾向である。
しかし環境訴訟は，実務において，行政事件訴訟法上の取消訴訟等の行政訴訟とともに民法上
の損害賠償や差止めを求める民事訴訟でも行われており，民事訴訟による被害者救済も重要な手
段といえる。
これまで¥環境訴訟を民事訴訟で行う場合と行政訴訟で行う場合とでどのように異なるのかを
整理し 日本の環境法研究で度々参照されるドイツ環境訴訟における民事訴訟と行政訴訟の違
いを，公益と私益という観点から整理してきた 20
環境訴訟は，被害発生地が固定的なストック型と被害が広域に広がるフロー型，そして，被害
自体が不明確な不明型に分けられ，それぞれで対応しうる訴訟形態は異なる。そして，影枠を受
ける当事者は一定ではなく，時間とともに被害状況や被害を受ける者の範囲も変動するため，そ
の訴訟形態は複雑となっている。日本では，民事訴訟と行政訴訟のいずれの訴訟形態が適切かと
いう議論がなされないまま実務主導で様々な訴訟が行われてきた 4。しかし ドイツでは，
環境団体訴訟制度が創設され，その訴訟形態の整理が図られてきた。一方の日本では，かねてか
l 拙稿「環境民事訴訟序説」法学研究論集36号 (2012年)221頁以下参照
2 拙稿「ドイツ環境民事訴訟に関する一考察」法学研究論集37号 (2012年)329頁以下参照
3 川嶋四郎「公法紛争における事実行為と民事訴訟」法律時報85巻 10号 (2013年)49頁でも，こうした議論
はなかったという指摘がある。なお，新堂教授は民事訴訟か行政訴訟かという手続選択の危険を原告に負わせ
るのは酷であると論じられている。新堂幸司『民事訴訟法(第5版).j(弘文堂， 2011年)13頁参照。河野正
慾『民事訴訟法j(有斐閣， 2011年)42頁注4も同旨である。
4 東京都ごみ焼却場訴訟(最判昭和39年10月39日民集18巻8号 1809頁)でごみ焼却場設置行為が「行政庁
の処分その他公権力の行使に当たる行為」に該当しないと抗告訴訟を不適法としたことから，大阪空港訴訟
(最大判昭和56年12月16日民集35巻 10号 1369頁)では，民事訴訟が提起されたが，不適法と判断された。
こうした経緯により，どのような訴訟選択をすればよいのかという混乱が生じた。
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ら環境団体訴訟の必要性があると言われる中で，それに先行して消費者団体訴訟制度が創設され
たことで，環境分野における団体訴訟による問題解決の機運も高まっている。
本稿では，こうしたことを踏まえて，日本での民事訴訟としての:o詩境団体訴訟(以下，民事環
境団体訴訟と略す)がどついった場面で活用できるのかを明らかにするため，現在のドイツの団
体訴訟制度を分析する。具体的には，行政法上の環境団体訴訟制度の議論が盛んな環境法分野か
らのアプローチと，環境団体訴訟を考える上で類似点の多い消費者団体訴訟を中心とする民事訴
訟法分野からのアプローチという 2つの観点から手続法上の問題を整理する。そして， 日本で導
入された消費者団体訴訟の議論状況を概観し 日本における民事環境団体訴訟の活用可能性を
探っていきたい。
2，環境法的アプローチ
(1) ドイツの環境法の公益保護手法
ドイツ環境法で中心的な役割を果たしているのは.行政法である。公害事件のような個人とし
ての権利保護の場合には.民事上の救済手段に訴えることが可能であるが， ドイツでは大きな民
事救済を求める事件がなかった。そこで，環境保護という公益目的の権利保護の場合に注目が集
まり，その対処として，①行政訴訟としての認可行為に対する第三者の訴訟.②民衆訴訟，およ
び③団体訴訟等が議論されてきた。①と②は行政法固有の訴訟類型であるが③の団体訴訟は
民事法分野での活用もありうるため，その民事手続の観点から問題を考える余地がある。以下で
は， ドイツ環境団体訴訟について，制度の概観を踏まえて，訴訟法上の議論状況を整理する。
(2) ドイツの環境団体訴訟制度
ドイツでは，環境団体訴訟等の公益にかかる団体訴訟に対して，①個人の権利保護を原則とす
る現行法システムと相容れず.②代表民主政治の基本原理に反し，③公益団体訴訟によって客観
法の統制をおこなう司法府が立法府にとってかわる危険性がある(権力分立違反)ほか.④濫訴
の危険性などを理由に，消極的であった 60
しかし，自然・景観保護の分野で限定的ではあるが，一部州法で団体訴訟制度が創設され，徐々
に各州に普及し 7 2002年に連邦自然保護法 (Bundesnaturschutzgesetz[以下 BNatSchGと略
す])の 61条改正によって，環境団体訴訟が連邦でも導入された。この背景には，オーフス条約
の影響と環境保護団体の実績への評価が大きかったとされている九
5 なお，最近では，民衆訴訟を私法として捉えようとする見解もある。 Vgl. Axel Halfmeier. Popularklagen im 
Privatrecht. 2006. 
6 土田伸也「ドイツ環境法における団体訴訟の近年の動向(l)J比較法雑総35，巻l号 (2001年)110頁以下参
日召
7 州法レベルでの環境団体訴訟とその判例を網羅ーしたものとして，以下の火:ili~ を参m\o V gl.Alexander Schmidt 
/ Michael Zschiesche / Marion Rosenbaum. Die naturschutzrechtliche Verbandsklage in Deutschland. 2004 
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ヨーロッパ諸国では，各国の立法政策と並んで、EUとしての共通政策が重要であり.EU全体
での団体訴訟の整備が進んできた。その具体化のひとつがオーフス条約 9であり，市民参加の実
効性を確保するため，環境情報へのアクセスを保障することを加盟国に求めている。この条約は，
NPOを含めた全ての市民に，①環境情報へのアクセス権，②環境に関する政策決定への参加権，
③司法へのアクセス権があることを明記している。そして，環境対策として経済的手法や事業者
の自主的取り組みを重視することのみならず，市民の手続的権利を強化し.NPOを動員するこ
とで環境保護をより促進させることを意図している。 EUでは，さらに「環境情報アクセスに関
する指令J.r環境にかかる計画およびプログラム策定に関する市民参加を定める指令」が2004
年に採択され，団体訴訟の実効性強化に努めている。
(3) ドイツの環境団体訴訟の内容
ドイツの団体訴訟は，行政庁の環境保護手続と連動している。あらかじめ適格承認団体に手続
への参加権 10を認め，その団体に訴訟をも認めるという形で，団体訴訟が行政手続とリンクし
ている。この団体の承認制 1により，①行政は環境団体の持つ情報を収集で、き.提訴権者の限
定により，裁判所の負担が軽減され，利害関係者に予測可能性を与えている。また，②利害関係
者は，団体訴訟によるその後の紛争の回避も見込める。そして，③団体訴訟により，環境団体が
環境の監視の役割を果たすことができ 環境団体訴訟は いわば「行政の補助者Jによる訴訟と
位置づけることができょう 12。これは， ドイツの環境法の原則である協調原則 (Kooperation-
sprinzip) 13の表れと解されている 14。
8 大塚直「環境権 (2)J法学教室284号 (2005年)116頁参照
9 2001年に発効して以来.EUや中央アジア諸国を含め.2012年 12月時点で.46カ国が加盟している。大久保
規子「混迷するドイツの環境団体訴訟 環境・法的救済法2013年改正をめぐって」新世代法政策学研究20号
(2013年)227頁参照。
10 参加が認められているのは，①連邦環境省が自然・景観の領域で法律より下位の法規を制定する場合，②自然・
対観を侵害する計蘭確定のうち，承認団体が当該計画確定と関係する州の全領域を活動範囲としている場合，
③言，-闘機定の代わりに行われる計蘭認可のうち，公衆参加が予定されている場合である。大久保規子「ドイツ
における環境団体訴権の強化-2002年連邦自然保護法改正を中心としてー」季刊行政管理研究105号 (2004
年)7頁参照。
1 承認要件は，①法人格があること，②定款に基づき理念的にかつ継続的に，とくに自然・景観保護目的を推進
していること，①一つの州を超える活動領域を有すること，④承認の時点で少なくとも 3年間存続しており，
かつ，その聞の活動実績があること，⑤適正な任務遂行が保証されていること，⑥公益目的を追及しているこ
とを理由に法人税が免除されていること，⑦団体の目的を支持する者であれば誰でも会員総会において完全な
投票権を有する構成員としての入会が可能であることである。大塚・前掲(注8)116頁，大久保・前掲(注
10) 7頁参照。
12 ドイツでは，団体訴訟によって，違法な行政の事後的是正よりも，団体訴訟の存在に基づく慎重な行政決定の
促進を念頭に入れており，予防機能に注目しているようである。大久保・前掲(注10)5頁参照。
13 環境問題を解決するためにはあらゆる主体の適切な役割分担と協力が不可欠であり，さまざまな社会的勢力が
環境政策の形成に早い段階から参加できるようにする必要があるとする考え方である。大久保規子「ドイツ環
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団体訴訟を提起するためには ①環境団体は 法規または行政手続発布の際に遵守すべき諸法
規のうち， 自然・景観の保護に資する法規違反を主張することが必要となる (BNatSchG61条2
項l号)。そして，②当該団体の定款に基づく任務領域のうち，行政手続への参加の際に明示さ
れた任務領域が，当該行政措置により影響を受けることも必要である (BNatSchG61条2項2号)。
また，③当該行政手続において，団体が自己の参加権を行使したか，または参加の機会が与えら
れなかったことを主践することも要求されている (BNatSchG61条2項3号)。この要件を逆か
ら捉えると，参加手続において団体が主張し得たにもかかわらず主張しなかったものは，訴訟に
おいて主張ができないことになる。さらに，④団体に当該行政行為が知らされなかった場合の出
訴期間について，団体がこれを知りまたは知ることができた日から l年以内であることとされ，
⑤行政裁判所法68条l項により，訴訟前に異議審査請求をする必要があるとされる 150
2007年には，環境損害法 (Um wel tschadensgesetz)が制定され，訴訟が可能とされる対象の
範囲が広がっている 16。これは.EUの環境責任指令に対応するために制定されたものであり，
行政の不作為に対し関係者及び環境団体に作為請求権と団体訴権を認めた画期的なものであ
る。ここにいう環境損害とは，①生物種・生息地，②水域，③土壌に関する損害であり，環境団
体は，行政庁が浄化措置を決定する際に参加することができ，行政庁が適切な措置を取らなかっ
た場合の作為請求権も可能となっている。環境団体は これまで行政庁の決定を争う場合のみに
各立法で認められてきたが環境損害法により 行政庁の不作為を訴訟で争う作為請求権も認め
られた。これにより，行政による法律執行を環境団体がより良くコントロールでき，行政庁への
環境団体の専門的情報の提供や執行支援がより可能となったといわれている 17。
しかしこのようなドイツにおける原告適格の考え方は.ヨーロッパ全体と比較すると，相対
的に狭いという理解が一般的であり，環境法における市民・団体の参加制度のヨーロッパへの広
がりからみると，司法アクセスを限定するドイツの考えは.EUにおいて少数派であった。
こうした状況の中.2006年に制定された環境・法的救済法 (Umwelt-rechtsbehelfsgesetz)18 
により，適格承認環境団体は自己の権利侵害を主張する必要はないものの，①当該決定または不
作為が，個人の権利を根拠づけ，決定に重要な意義を持ちうる環境法規に違反していることを主
張すること，②環境保護目的の促進という自己の定款上の任務領域に関係があることを主張する
境j去における協働原則一環境NGOの政策関与形式」群馬大学社会情報学部研究論集3巻 (1997年)89頁参照。
14 大久保規子「ドイツ環境法における団体訴訟」小早川光郎=字賀克也編『行政法の発展と変革(下)一塩野宏
先生古稀記念j(有斐閣.2001年)52頁参照
15 以上の要件につき，大久保・前掲(注 10)9頁を参照した。
16 その内容については，大久保規子「ドイツの環境損害法と団体訴訟」阪大法学58巻1号 (2008年)1頁以下
を参照。
17 大久保・前掲(注16)27頁は，作為前求権の範囲を浄化措置に限定し，原告適格の範囲について，伝統的な
考え方を維持していることから，最低限の団体訴訟を導入したという評価lがなされている。
18 これについては，大久保規子「ドイツにおける環境・法的救済法の成立(1)・ (2)J阪大法学57巻2号 (2007
年)203頁， 58巻2号 (2008頁)279頁参照。
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こと，③手続に参加する権利があり，かつ，当該事項について意見表明をしたか，現行法規に反
して意見表明の機会を付与されなかったことの3つを要件に 訴訟を提起することができるとさ
れた。
ところが， リューネン石炭火力発電所建設をめぐる裁判で 2011年5月12日に欧州司法裁判
所判決が出された。これは，環境団体に対し環境・法的救済法のような主張制限をすることは
EU指令違反であると認定したものである 190
これによって広範囲なドイツ圏内法の改正がなされ 団体訴訟の主張制限が撤廃されたが，他
方で¥個人の訴訟を含む広範な範囲で権利保護が制限された。これは，環境団体訴訟の手段化を
避け，環境を利用する者(事業者)と保護をする者(環境団体)との聞で武器対等化のための利
害調整を図るためであるとされているが，環境団体訴訟が抑制的になるのではないかという懸
念 20が生まれている 210
(4)行政法的環境団体訴訟制度の問題点
①行政法的団体訴訟の限界と民事法的団体訴訟の必要性
環境団体訴訟が行政訴訟として広範な対象領域で認められた事で，これまでにない紛争解決方
法のーっとして環境団体訴訟制度が定着した意義は大きい 22。
しかし，環境団体訴訟は，環境団体が勝訴判決を得たとしても，それを強制することができな
い上，①実体環境法ありきの制度であるため，実体法の保護水準が弱い場合にはそれ以上のこと
が期待できないということ，②行政手続における個別保護目的について，基本法解釈自体に変更
があった場合には，団体訴訟の内容もそれによって変更せざるを得ないこと，③事前の行政手続
への参加によってのみ団体訴訟の提訴権限が得られること，④行政機関という国家組織の存在が
前提となっているため，対応する組織がない場合には先に進まないこと等，環境団体訴訟を行政
訴訟に限定されることに内在する問題がある 230
そして，環境団体訴訟は，行政訴訟の特則として認められるものであるため，その枠内で閉じ
られており，その範囲を超えた公益の代弁者となりえないこと そもそも行政に対する客観的な
コントロール自体も乏しいこと等の問題もある代
19 EuGH. Urteil vom 12.05.2011， C-115/09， NuR2011.423.事案と判例については，大久保規子「環境アセスメント
指令と環境団体訴訟ーリューネン石炭火力訴訟判決(欧州司法裁判所2011年5月12日)の意義j甲南法学
51巻4号 (2011年)51頁以下も参照。
2日大久保・前掲(注9)244頁以下参照
21 大久保・前掲(注9)233頁によると，環境団体訴訟について，実際の団体訴訟は限定されており，濫訴は認
められていないと指摘されている。
22 大久保規子「環境団体訴訟の新動向」環境と公害34巻4号 (2005年)25頁では， 2002年の法改正以後，す
べての州と連邦で団体訴訟が導入されたことにより，団体訴訟が定着していることを指摘している。
23 Vgl. MにhaelKlopefer， Umweltrecht， 3.Aufl.， 2∞4，3.596丘
24 V gl.Klopefer， a.a.O.， 3.597 
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こうした問題点を指摘する Klopefer教授は，環境保護の方法を行政法のみで実現するのでは
なく，私法や経済法の分野の団体訴訟でも対応すべきではないかと主張しているお。環境訴訟の
分野は広まっており.想定されなかった広範囲に及ぶ大規模な事件が起こりうる。その場合に，
行政法とリンクした環境団体訴訟では.あらかじめ限定された範囲でしか認められない以上.既
存の制度では対応できないという問題が発生してしまう。そこでは，広い権利保護を可能とする
私法的紛争解決の必要性が主張されており.民事法上の団体訴訟制度の可能性を考える余地が出
てくるといえる。
②手続法的問題の検討の不十分さ
ドイツにおける環境団体訴訟は，行政手続の一環として行われており，行政訴訟として認めら
れている。行政訴訟と民事訴訟は，手続法としての共通する部分があるため，同様の問題が考慮
されてもよいと考えられる。
ところが， ドイツの環境法の議論において，私法としての団体訴訟の議論も浅い上.環境団体
訴訟を手続法的な問題としてとらえるものは少ない。その理由としては， ドイツにおいて，①環
境団体訴訟の性質は，個人でなく団体固有の請求権を持つという固有権説を基礎に構築されてい
ること 26 ②環境団体訴訟の対象を明確に絞っていること，③団体としての提訴要件が厳しいこ
とが挙げられる。すなわち，行政手続に関与があった団体のみに訴権を付与することによって，
潜在的な提訴権者を限定し濫訴の防止をはかるということである。そのため，当事者適格は，
適格承認環境団体による訴訟である以上問題とはならず 訴訟の方法や効果も明確になっている
ため，手続法的な問題を議論する必要性すらないともいえる。こうした限定された範囲の中で認
められた訴訟制度であるからこそ，許容された制度であると言えよう。
ただし大きな問題が残っている。それは 環境団体の手を借りて，環境保護のための手段が
制度化されたが，これでは，純然たる公益を対象とし環境破壊の事前予防のみを問題とするた
め，事前予防の限りでは有効であるが，環境破壊がなされた後のことは考慮されていないという
ことである。事後的な救済問題としての環境団体訴訟はそもそも対象外なのである汽そして，
改正環境・法的救済法を踏まえると，公益ではなく，自らの利益を侵害されたことをもって，環
境団体だけでなく，個人が訴訟を提起することも困難になるということになり，限定された範囲
内のみでの暫定的な紛争解決となってしまいかねない。こうした限定された範囲の外の問題に対
して， どのような手段で訴訟を行い，問題の解決を図るかという視点が欠けているといえよう。
ヨーロッパにおいては，原告適格を拡大する傾向があるといわれているが 28 それは必ずしも
25 V gl.Klopefer， a.a.O.， S.597. 
26 V gl.Klopefer，a.a.O. S.595 
27 V gl.Liane Radespiel. Die naturschutzrechtliche Verbandsklage， 2007， S.36. 
28 ヨーロッパ各国も含めた行政訴訟の傾向については.大久保規子「環境民主 i:義と司法アクセスの保障」淡路
剛久ほかt編描 :公害環1境f党'~i訴訴訟の新たな展防問l 一格椛.手利lリ救1消斉カか苫ら政i鍛従削}形杉仰!成1此比へJ(α川f日!み本桝;む"恥1
「欧州における環境行政訴;訟i公tの展開一司i法法アクセスの保|附旅を I小|い1，心L心、として目l，1i』1木光ほカか、編『行政j法去学の未来にげ怖向I可l 
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手続的な問題をクリアしたうえでの制度構築ではなく，手続法の問題が生じないレベルにおける
限定的な環境団体訴訟という過大な制約の上で成り立っているものであるという見方ができょう。
3，民事訴訟法的アプローチ
(1) ドイツの集合的訴訟制度
それでは， ドイツにおける民事法的団体訴訟制度はどのようなものであろうか。ドイツの集団
的訴訟制度をまず概観しておきたい。ドイツにおいては，民事訴訟で一般的な利益を争う方法と
して，①団体訴訟 (Verbandsklage)，②集団訴訟 (Sammelklage)，③ムスタ手続 (Musterver-
fahren)の3つの方向性が考えられ 29 ①団体訴訟は，一定の団体に原告適格を認めるものであ
るのに対し，②集団訴訟は，大量被害事件において自らの訴訟を代表者に委任するものであり，
③ムスタ手続は，多数の共通被害者に対し集合的に救済するための一括紛争処理手続である 300
ドイツでは，企業活動に基づく市民の被害救済を対象に，法的紛争の集団化に対する規律を模
索してきた。そして，その実現として形成されてきたのが団体訴訟であり，私法分野における団
体訴訟の中心は，消費者団体訴訟制度であった。日本の消費者団体訴訟も， ドイツの制度を参考
にしている。この制度は，訴訟により，消費者の利益を将来に向けて保護する制度であり，いっ
たん被害が発生した後では遅いという理念に基づくものである。
そこで， ドイツの消費者団体訴訟制度を概観し，消費者団体訴訟の手続法的問題を参考に，環
境団体訴訟との関わりを整理していきたい。
(2)消費者分野における団体訴訟
ドイツでの消費者団体訴訟制度は， 1886年の不正競争克服法 (Gesetzzur Bekampfung des 
unlauteren Wettbewrebs) により，営業利益促進団体に競争違反の差止めの提訴権が事業者と
営業利益促進団体に付与されたことに始まる。この法律は，不正競争防止法 (Gesetzgegen den 
unlauteren Wettbewerb 以下 UWGと略す])に改正されるが 団体訴権は維持され，差止め
の訴え (Unterlassungsklage) もヲIき続き認められた。しかし，事業者は営業利益を追求するた
めに提訴をすることができるものの，消費者の被害を直接の問題とする提訴ができないことが問
けて 阿部泰隆先生古希記念.i(有斐閣， 2012年)459頁以下等を参照。
29 V gl.Leo Rosenberg/Karl H. Schwab/Peter Gottwald， Zivilprozessrecht. 17目Aufl..201O，S.234任ベーター・ゴ‘ツ
トバルト(森勇訳)rドイツにおける集団的権利保護制度の構築J比較法雑誌42巻I号 (2008年)71頁以下
も参照。なお，ヨーロッパ全体における集合的権利保護については， V gl.Stefan Einhaus， Koll巴ktiverrechtss-
chtz im englischen und deutschen Zivilprozessrecht. 2008. Alexander Bruns， Einheitlicher kollektiver 
rechtsschutz in Europa? ZZP125 (2012)， S.399丘
30 集団訴訟には，アメリカのクラスアクション的機能を付加して考えるものもある。 Vgl. Peter Gottwald， Class 
Actions auf Leistung von Schadensersatz nach amerikanishem Vorbild im deutschen Zivilprozeβ， ZZP91 
(1978)， S.lf. 
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題となっていた。そのため.1965年に一定の消費者団体にも違反行為に対する提訴権が付与さ
れた 31。この消費者団体訴訟制度は. 1976年の普通取引約款規制法 (Gesetzzur Regelung des 
Rechts der Algemeinen Geschaftsbedingungen [以下 AGBGと略すJ)にも取り入れられた 320
その後.1998年に EUにおいて.r消費者利益の保護のための差止めの訴えに関する EU指令」
が出され，消費者の利益を害する行為がEU域内で行われた場合，他の加盟国で提訴権を認めら
れている団体や組織にも消費者団体訴訟が認められるように，加盟国聞の統ーがなされた。それ
を受けて.2000年に.AGBGの団体訴訟の対象は.AGBG違反の約款条項違反だけでなく，そ
れ以外の消費者保護法規違反にまで拡大された。
(3)今日の消費者団体訴訟の機能の拡大
2001年に.AGBGの実体法部分がBGBに編入される際に，差止訴訟法 (Gesetzuber Unter-
lassungsklagen bei Verbraucherrechts-und anderen Verstossen [以下UKlaGと略す])が制定
された 33。さらに 2004年に.UWGの消費者団体訴訟には，利益剥奪訴訟(Gewinnabschopfng-
sklage) 34も認められるようになり，消費者団体は，違法行為によって得られた不当な利益を国
庫に支払うように求めることができるようになり，消費者団体訴訟の機能が拡大した 350
そして，消費者法の分野では.2005年に，新たに投資者ムスタ手続が整備されている。これは，
一定期間内に既に係属した訴訟の当事者のうち，一定数のムスタ確認手続への移行の申立てがあ
れば.上級ラント裁判所で手続が開始され，そこでの判断内容が，第一審に係属している個々の
訴訟の裁判所および当事者を拘束し多数の訴訟を合理的に解決しようとするものである。当初，
5年間の試験導入であったが，延長された。一般消費者の保護を目的とする訴訟ではなく，資本
市場という限られた場面で利用可能な訴訟制度ではあるが，強制的に関係者を訴訟手続に関与さ
せることで，紛争解決機能を拡大している。
このように， ドイツの消費者保護分野では，団体訴訟制度が早くから認められた上.EUの影
響から，その機能が拡大し幅広い活動が認められることになっている。
31 こうした経緯とそれに至る判例の流れについては，高田昌宏「消費者団体の原告適格一西ドイツ不正競争防止
法上の消費者団体訴訟の理論的展開を手がかりとして」早稲田法学61巻2号 (1986年)72頁以下参照。
32 高田昌宏「ドイツの消費者団体訴訟制度一消費者団体訴訟制度の原点」ジュリスト 1320号 (2006年)ll3頁
によると.UWGとAGBGに共通する団体訴訟の提訴権付与要件は，連邦管理庁 (Bundesverwaltungsamt)
による要件審査に基づく有資格組織リストへの登録またはEC委員会の名簿への登録である。
33 UKlaGについては，宗田貴行『団体訴訟の新展開J(度燃義塾大学出版会.2006年)14頁以下に昨しい。
M 実際には，実体法上の情報請求権に基づく第l段階の訴訟，利益の智iの算定に必要な額の訴訟という 2段階の
訴訟が必要となる。
35 中田邦博「ドイツ不正競争防止法の新たな展開一新UWGについてJ立命館法学298号.(2005年)1558頁以
下参照
(4)団体訴訟の手続法的問題の検討
では，こうしたドイツ消費者団体訴訟において，手続法的な問題は生じていないのであろうか。
①消費者団体訴訟の基盤たりうる一般的利益 (AlIgemeineinteresse)の問題
ア，消費者保護という利益
ドイツにおいて，一般的な環境をめぐる民事訴訟は，公害事件のような，生命・身体・財産の
侵害を伴う私益 (Privatein teresse)の保護が対象である。その場合は，相隣関係法(Unwelt-
nachbarrecht) と呼ばれる民法 (BGB)の規定等に基づき，損害賠償及び差止め請求が行われ
る360
しかし公益(Offentlicheninteresse)などの一般的利益の保護が問題になる場合には，それ
に関わる当事者が多数存在し権利関係が複雑となる。そこで，一般的利益をめぐる訴訟では，
通常の民事訴訟では想定されていない手続上の問題が生じうる。
この一般的利益の保護を目的とする民事法上の代表的なものとして消費者保護 (Verbrauch-
schutz)の利益があげられる 37。消費生活上の商品に欠陥等があり，多くの消費者が被害を被っ
た場合に，一人一人の損害額は少なく，各人が訴訟をしても費用や労力の負担がヲ|き合わなく
なってしまうが，被害者が多く存在し，その損害の総額として莫大な規模になるという性質があ
る。その場合には，社会一般から見た消費者の利益の侵害は大きいため，その集合体としての損
害を保護するための方法として，消費者団体訴訟が存在するといえる。
イ，消費者団体訴訟で実現すべきことのギャップ
一般的な利益を問題とする場合に想定される訴訟は，違法な約款の使用停止等の予防的な権利
保護としての差止訴訟であり，この点については環境悪化の事前予防を求めるドイツの環境団体
訴訟と共通性を有する。
しかし，民事訴訟で解決すべき課題の一つは，既に損害が発生している場合に損害賠償を可能
とする事後救済訴訟を団体訴訟として行うことである。つまり 被害が発生した消費者の金銭的
損害を回復することである。この目的の実現に向けて一歩進めた制度が，利益剥奪訴訟であり，
違反事業者が獲得した利益を剥奪するものであるお。民事団体訴訟において期待されるのは，事
前予防と事後救済という両面があることを考えておく必要がある。
ウ，一般的利益の回復を図る団体訴訟と私益の回復を図る集合訴訟
そこで，多数の消費者が関与する場合に取立の授権や債権譲渡をうけて一括請求を行うという
36 環境民事訴訟の問題として 公法規定を遵守している場合にドイツ民法 (BGB)1004条の差止請求が可能か
という点の議論があり，これは実体法上の大きな問題となっている。
37 具体的な保護法益としては 消費者全体の利益なのか公正な競争の維持のような制度保護に関する公共の利益
なのかという対立がある。高田昌宏「わが国における団体訴訟制度の導入についてJ総合研究開発機構=高橋
宏志編『差止請求権の基本構造j(商事法務， 2001年)162頁以下参照。
38 もっとも，これによって取り上げた金銭をもって.被害者に利益を分配することにはならないため，消費者の
被害が回復されることはないことに留意すべきである。
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集合訴訟 CSammelklage) に注目したい。これは，一人一人の諮求権を個別に確認することに手
間・費用がかかることから，一つの集合体にまとめ，一つの訴訟手続で紛争解決を図るというも
のである。
事後救済として消費者の損害の回復を図るような場合には 集合訴訟のような形式での紛争解
決が望ましい。しかし団体訴訟と集合訴訟は異なるため.一般的利益を図る消費者団体訴訟に
は，このような私益を図る集合訴訟で実現が期待される手続の煩雑さの回避というものが取りこ
まれていない。
同じ被害を受けた多数の者を救済しうる訴訟であるとしても，こうした既存の団体訴訟の機能
と集合訴訟に求められる機能の解決すべき問題は，混同されているものの，活用に当たっての趣
旨がそれぞれ異なっていることに留意する必要がある。
エ，民事的環境団体訴訟への示唆
環境団体訴訟を考える上で，事前予防の観点で必要となる環境団体訴訟と，事後救済の観点で
必要となる環境団体訴訟，すなわち，訴訟の審理の複雑化・費用対効果に関わる困難を克服する
ために考案されるべき環境団体訴訟は異なる点に注目すべきである。後者は，集合訴訟として，
議論すべき問題なのである。
ドイツ環境団体訴訟での議論は 事前の予防に限った議論であるために，民事訴訟法で問題と
なる事後的な集合訴訟の局面の議論が欠落していた。環境団体訴訟は 一般的利益を守る必要が
あるという意味においては有用であるが，そこで解決できない個別の救済を集団でする手段とし
て適切なものであるかを検討する必要がある。
②提訴権の法的性質の問題
次に，団体提訴権の理論的な位置づけが問題となる。これは，一つの違反行為に対して個人と
団体もしくは複数の団体がそれぞれ訴えを提起した場合の関係がどうなるのかということとの関
係で，二重起訴及び既判力の及ぶ範囲等にも影響するからである 390 ドイツでは，これまで4つ
の説があると言われている 40。
ア，訴訟担当説 41
この説は，団体固有の請求権を否定しあくまで団体は国家の請求権や消費者の集団的権利を
訴訟担当者として主張するにすぎないとみる考え方である。これは，団体の実体的な差止請求権
の存在自体を否定し，団体の地位を純然たる訴訟追行権や独自のコントロール権限として再構成
することになる。この説によれば.個人と団体の訴訟が並行する場合，同一の差止請求権を主張
していることになるため 訴訟物は同ーとなり 二重起訴の禁止や既判力の抵触が問題なる。適
39 上原敏夫『団体訴訟・クラスアクションの研究J(商事法務， 2∞l 年)34 fi参照
40 諸説の分類につき.上原・前掲書(注39)34頁以下を参考にした。
41 Vgl.Walther]. Habscheid， Das Prozesfuhrungrecht der Verbande zur Ford巴runggewerblicher Interessen， 
GRUR 1952， S.22lff.; Hans Berg， Die Prozesfuhrungsbefugnis im Zivilprozes?， ]uS1966，S.461 
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格団体かどうかは，訴訟追行権の有無の問題であり，訴訟要件の一つであるから，適格団体の登
録の有無は職権調査事項であり，これが認められない場合には，訴えが却下される。
この説に対しては，消費者団体訴訟と個人への訴訟がパッテイングした場合にいずれか一方の
訴訟ができなくなってしまうという批判がある 420
イ，団体固有の実体法上の差止請求権を認める説(固有権説)43 
この説は，団体に固有の実体法上の差止請求権が与えられた結果として，団体訴訟が認められ
るとする考え方である。団体の適格性は，請求権者たる地位 (Aktivlegitimation) を基礎づける
ところの請求権の実体的要件となる。この説によれば，個人と団体訴訟は別個のものであるから，
二重起訴や既判力の問題は生じないことになる。従来からの通説であるものの，その具体的な内
容は論者によって異なる部分もあった。しかし，今日では，所定の要件を満たすことで，消費者
団体に差止請求権が帰属することから 立法者が消費者団体固有の権利を前提としたことは明ら
かだとする説 44が一般的になっている 45。適格性は，実体法上の問題である以上，適格団体の登
録の有無等が認められない場合には，請求棄却となる。
ウ，請求権を伴わない義務のみに基づく提訴権と考える説 46
この説は，一種の自己監視制度として団体に訴権が与えられたにすぎず，特に不正競争防止法
を念頭に，不正競争を行う被告の不作為義務を規定しただけであると観念されることから，団体
は，団体固有の差止請求権を基礎としない独立の提訴権を有するという考え方である。この説に
よれば，独自の権利と構成することにより，二重起訴や既判力の問題はそもそも発生しない。
この説によると，実体法上の権利を私人が権利として有していることを前提に，団体が訴訟に
よる私人の権利の実現をするという建前に対し，実質は訴訟制度による秩序コントロールそのも
のを中心に捉える考え方に基づくとされている 470
エ，民衆訴訟説48
この説は，原告の権利・利益を基盤とする権利保護とは異なり法律による客観的なコントロー
42 Vgl.Hans Gunther Brock， Die Erstreckung der Klagebefugnis aus 913 UWG auf Verbraucherverband巴，
WRP 1964. S.217f. 
43 Vgl.Wolfram Henckel. Parteilehre und Streigegenstand im Zivilprozes. 1961. S.84; Manfred Wolf. Die Klage-
befugnis der Verbande. 1971. S.20. 
44 V gl.Reinhard Greger，V erbandsklage und Prozessrechtsdogmatik. ZZP1l3 (2000). S.403f. 
45 V gl.Rosenberg/Schwerb/Gottwald. a.a.O目. S.237ff.;Hanns Prutting/Markus Gehrlein. ZPO Kommentar. 
5目Aufl.2013.S.24. 
46 Vgl.Waltuer Hadding. Die Klagebefugnis der Mitbewerber und der V巴rbandenach 9 13 Abs.l UWG in Sys-
tem des Zivilprozesrechts. JZ 1970. S.309ff. 
47 上原・前掲寄(注39)40頁参照
48 V gl.Rolf Knieper. Motivunabhangige Klagebefugnis der Verbraucherverbande gemaβ913Ia UWG. 
NJWI971. 25lf.; Manfred Rehbinder/Gunter Burgbacher/Rolf Knieper. Burgerklage im Umweltrecht. 1972. 
S.95 
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ルのみを目的とする考え方である。行政訴訟の訴訟類型として民衆訴訟は一般的であるが.団体
訴訟をこの民衆訴訟の一つの類型に位置付けるものである。この説によれば，二京起訴や既判力
の問題は，生じないと考えられているぺ
この説に対しては，伝統的な立場から，個人の権利保護こそが裁判所によって守られるべきも
のであるという批判がある叱この批判は，裁判が原告と被告の対立構造である以上，被告の利
益も保護をしなくてはいけないということにつながる。
オ，今日の評価
過去の判例 51では.団体固有の請求権があることを認め，団体提訴権の要件を実体法上の請
求権の要件であると同時に訴訟追行権の要件でもあるとする立場をとり，認可要件の具備がない
場合には，訴え却下となるとしている。現行法では，通説である固有権が立法上も明確になった
と言われている。しかし実体法と訴訟法の要件が同一であるということに対して，これらを分
けて考え，実体法の観点を基準とすべきという批判があり 52 この実体法と訴訟法の関係性につ
いての問題は依然として残っている(二重性の理論 Theorievon der Doppelnatur) 530 
ドイツでは，団体訴訟の法的性質を一般的に固有権説の見方から捉えており，民事訴訟法学説
において諸説あるものの，通説としては，固有権としての位置づけは変わらないと思われる。し
かし，固有権ゆえの実体法と訴訟法の関係性の問題が発生しており，団体訴訟における実体法上
の機能と訴訟法上の機能をどのように考えるかという点は考えておかなくてはいけない問題であ
るといえよう。
カ，民事的環境団体訴訟への示唆
ドイツでは.環境団体訴訟・消費者団体訴訟ともに固有権説が通説となっている。これは，事
前の被害防止のために差止めを求める訴訟であることが前提として挙げられる。私法における事
後救済の場面では，個人による訴訟が困難であるために集団で訴訟を行うという代替的なもので
あり，それぞれの個人の被害救済の実現が問題であるため，訴訟担当説の考え方と親和的とも言
える。したがって，問題となる場面を分けた議論が必要となろう。
③訴訟審理の原則の問題
ア，審理原則の適用
民事訴訟では，処分権主義・弁論主義という原則のもとで，手続が行われる。消費者団体訴訟
49 上原・前掲書 o主39)42頁参照
50 VgI.Wolf. a.a.O. S.lOff. 
51 BGHZ133.316 
52 V gI.Reinhard Gerger. N]W2000. S.2457 
53 V gI.Christian Alexander. Kollektiver Rechtsschutz im Zivilrecht und Zivilprozessrecht. ] uS 2009. 
S.593.;Wolfgang Kruger/Tomas Rauscher. Munchener Kommentar zur Zivilprozessordnung. 4.AufI. 
2013，S.402.;Burkhard Hess. Zivilprozessrecht， 30.Aufl.， 2011. S.85.:Friedrich Stein/Martin ]onas， Kommentar 
zur Zivilprozessordnung， 22.Aufl..2∞4，S.73 
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の場合，特段の定めがない限り，民事訴訟法 (ZPO)の規定が適用されるが，消費者団体訴訟の
審理は，民事訴訟の一般の手続と同様に進められるのかという問題がある。これは，民事訴訟が
個人の権利保護を目的としそれに適合させた原則に基づいた訴訟が構築されている一方，消費
者団体訴訟は，消費者の利益という一般的利益を団体が処分する変則的なものであるためであ
る。具体的には，提訴団体が請求の放棄や消費者に不利な訴訟上の和解ができるのか，また職権
探知主義は適用されないのかなどの問題になるヘ
これについては，議論はあるものの 5 団体訴訟を固有の権利者として認め，それを民事訴訟
手続にゆだねていることから 処分権主義と弁論主義は団体訴訟にも妥当するといわれており，
通説となっている“。
イ，範囲を限定した手続と審理原則の関係
ここで，最近導入された投資ムスタ手続という市場という場面を限定した訴訟手続に注目して
おきたい。こうした一定の分野を対象に訴訟手続を構築することに問題はないのであろうか。
この投資ムスタ手続について，シルケン教授は ①当事者による対象の拡張の可能性を認める
ことになるために，処分権主義を強化すべきということ，また，②ムスタ裁判の対象決定の管轄
権を訴訟経済的理由から高裁に認めるべきであること，③ムスタ手続の当事者の代理人になるべ
く弁護士の競争激化を抑止するため，強制共同で投資ムスタ手続に参加しうる者に対し，手続を
開始する告知後，代理人となり得る時期を適切な期間内に制限すべきこと等を指摘している 570
こうした指摘の背景には 特殊手続として 範囲を限定していることで民事訴訟の一般性から
離れ，特殊な法領域としての性質を認めていくべきかという問題があるといえる。民事訴訟の審
理原則は，民事訴訟という対等な原告と被告の争いという単純構造を前提としたものである。し
かし関係者が多数に及び，なおかつ一般的利益を問題にするとなると，その範囲は拡大し，権
利関係も複雑となるのは当然である。そうなると，この民事訴訟の一般性を維持するのか， もし
くは範囲を決めて，その範囲内での特殊手続を構築するのかという 2つの方向性が考えられる。
ウ，民事的環境団体訴訟への示唆
ドイツ環境団体訴訟は，環境保護にあたっての領域を設定し，限定した範囲内での訴訟として
認められている。そうなると，その範囲内での妥当する訴訟運営の特殊性を考慮することも必要
であるが，私法に期待される事後救済としての問題では，環境保護の特殊性の問題でなく，多数
の者による審理の合理化の問題である。したがって 民事訴訟の一般原則に基づいた審理を考慮
する必要は大きく，民事環境団体訴訟をその例外と位置づけるのは困難であると思われる。
54 高田昌宏・前掲(注32)116頁
日 Vgl.WalterF. Lindacher， Zur Sonderprozessrechtsnatur -der lauterkeitsrechtlichen Verbands-und Konkur-
renzklage sowie der Verbandsklage nach dem AGB-Gesetz， ZZP103 (1990)， S.405丘
56 V gl.Greger， a.a.O.， S.409f. 
57 財団法人比較法研究センター編 Iアメリカ，カナダ， ドイツ，フランス，ブラジルにおける集団的消費者被害
回復制度に関する調査報告書J(2010年)83頁において，シルケン教授が指摘したとされる。
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④消費者団体訴訟の濫用の問題
ア，消費者団体訴訟における濫訴の実態
団体訴訟を考える上で，おそらく最も争-いのあると思われるのは民訴の問題であろう。
ドイツでは，弁護士が団体訴訟の事-件を受任して報酬を獲得することを本来の目的として，弁
護士が中心となり「消費者の啓発と相談Jを定款目的とする消資者団体を設立し，団体訴訟を提
起する事例が問題になったといわれている 58。
また，事業者が消費者団体を隠れ蓑にして出訴することも挙げられる。すなわち.事業者が消
費者団体を設立して，消費者団体の名で競争相手を提訴することで，事業者が競争中目手に知られ
ずに訴えることができ，競争相手の批判を喧伝しそれによって，自らの事業者の地位を有利に
することができるというものである。
こうした濫訴を問題視する立場からは，定款の定めだけでなく現実の活動を訴訟要件として取
り入れるべきであるという主張がある 59。また，団体固有の利益が存在するだけでなく，団体の
構成員の中に保護す7ベき者が存在していることを要件とすべきとする ω。
しかしこうした主張に対して.法律のコントロールの有効性こそが提訴権の基準である以上，
原告の動機を考慮すべきではなく，提訴自体が まさに法律が命じている行為であるという主張
もある 61。すなわち，原告団体の主張は，法律で被告が禁止されていることを述べているに過ぎ
ず，濫訴という概念を認めると，被告が根拠のない濫用の抗弁を主張して，原告団体の資金関係
や構成員，組織の粗探しをすることになりかねないというのである。団体の質の問題になると，
その実態は様々であるから，そのハードルをどこで設定するかにより，提訴の容易さをコント
ロールできてしまうため，そもそも濫用とは何か， どこまでが濫用に当たるのかという問題に突
き当たる。
この主張に対しては，民事訴訟法理論における当事者適格の問題は，訴訟要件としてのレベル
のもので，被告の違反それ自体を問題とするものではないとの批判がある 620
イ，民事的環境団体訴訟への示唆
ドイツの環境団体訴訟においても，濫訴は問題になっており，その結果，限定された枠の中で
の訴訟のみ認められることになっている。確かに，環境をめぐる紛争の場合，利害関係者は多岐
にわたる。特に開発業者は，訴訟リスクがどの程度のものかがはっきりしていない場合に，その
開発を控えてしまい，経済的な損失を与えることにもなりかねない。したがって，事前の問題と
しては，一定の範囲の環境団体に訴権を認めるというドイツ型の環境団体訴訟は合理的であり，
58 上原・前掲書(注39)54頁以下参照
59 V gl.Wilhelm 1. Pastor， Der W巴ttbewerbsprozeβ，2.Aufl. ，1973， S.421f. 
ωVgl.Wolf， a.a.O.， S.26ff 
61 V gl.Knieper， a.a.O.， S.2254. 
62 VgIWolf， a.a.O.， S.l6. 
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法的安定性も図りやすくなる。しかし私法で問題となるケースは.事後救済であり，現に被害
を被った者もしくはそのおそれのある者の救済であり 抽象的な環境保護の問題とは局面が異な
る。このような場面での利害調整をするに際しては，濫訴の問題は後退すると言えるであろう。
4，考察一消費者団体訴訟との関連で見た環境団体訴訟一
これまでドイツ環境法の観点から見た団体訴訟(環境団体訴訟)とドイツ民事訴訟法の観点か
ら見た団体訴訟(消費者団体訴訟)を分析してきた。それを踏まえて. 日本での民事的環境団体
訴訟の分析を行うが，この問題について考察するための前提として，日本の消費者団体訴訟につ
いても簡単に触れておきたい。
(1)日本における消費者団体訴訟の展開
日本において.2006年に消費者契約法の改正によって，消費者団体訴訟が認められた。これ
まで，現行民事訴訟法の制定にかかる「民事訴訟手続に関する検討事項」において，消費者や地
域住民の拡散的な利益の民事訴訟における救済の必要性が議論され，さらに消費者契約法改正の
議論においても，司法制度改革の「利用しやすい司法制度」や「被害救済の実効化」との関係で，
個々の被害は少額でも，多数の被害を及ぼしている消費者被害の解決の必要性が説かれていた。
そして.I被害者救済」について，各省庁でも議論がなされ，そうした中で.I被害者救済」を目
的とする消費者団体による訴訟が制度化されたのである 63。
日本の消費者団体訴訟は.適格消費者団体に創設的に訴訟追行権を付与(消費者契約法12条)
していることから，本来当事者適格を有しない団体が，訴訟追行権を有するという構成になって
いる。その法的構成につき，①法定訴訟担当構成(消費者各個人に帰属する権利を団体が法定訴
訟担当の地位において行使する).②固有権構成(団体に固有の実体法上の権利の帰属を認める)
という 2つが対立していたが，立法では，②固有権構成を採用したといわれている“。消費者団
体に認められた訴権は，将来の被害の事前予防を目的とする差止請求のみである。消費者団体訴
訟を行う上で，議論上対立のあった，他の団体に対する既判力の主観的範囲の拡張規定(消費者
契約法 12条5項)や複数団体による重複提訴の調整(消費者契約法44・45条)なども規定され
ており，理論的一貫性よりも 制度としての消費者団体の便宜性を重視したことが伺えると評さ
れている 650
臼内閣府，公正取引委員会，経済産業省等において.それぞれの所轄立法での訴訟のあり方が検討されてきた。
なお， ヨーロッパの歴史的な団体訴訟の変遷とも一致することについては，上原敏夫「団体訴権をめぐる議論
の沿草」法律のひろば (2005年1月)12頁を参照。
64 その背景等に関しては，三木浩一「消費者団体訴訟の立法的課題一手続法の観点からJNBL790号 (2004年)
44頁以下参照。
65 三木浩一「訴訟法の観点からみた消費者団体訴訟制度」ジ、ユリスト 1320号 (2006年)64頁参照。なお，損害
賠償訴訟は，具体的に個人を特定する必要があり，不特定多数の潜在的な消費者の有する権利をどうするかが
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(2) 日本の消費者団体訴訟における手続的問題
運用が始まっている現在の日本の消費者団体訴訟の法的問題は，今日多くの文耐えで取り上げら
れているが民その多くの論点は，環境訴訟と共通しており これまで環境訴訟にかかる議論の
蓄積を踏まえた議論であることが特徴といえる。
①特定性の問題67ー 訴訟の入口問題一
消費者団体訴訟において，差止めの対象となる事業者の行為をどのように特定するかが問題と
なっている。民訴133条2項2号には，訴え提起の段階で訴状に明示した請求の趣旨及び原因に
よって，請求を特定しなければならない。この特定を柔軟に考慮すると，対象が明確にならない
まま訴訟を進行することになるが，一方で，特定性を厳格に要求しすぎると，契約の条項や行為
態様をわずかに変えることにより請求を免れることになるため，どちらに重点を置くかが問題と
なる。
これについては，被告の認識可能性やその認容判決に基づく強制執行の可能性を重視した特定
で足りるとされている。どのような行為を命じられているのかが特定できない以上，被告の義務
履行行為が明確にならないため 強制執行の申立てに対し 被告の執行方法につき裁判所の判断
ができないからである 68。
これは環境訴訟において.従来.抽象的差止め訴訟として.議論されてきたものであるべ実
務では，具体的な被害の対応策までを特定することができないために，その特定性につき抽象的
なレベル(例えば. rOOdB以上の騒音を発する行為をさせてはならない」等)であっても許さ
れるという判例があり.運用はある程度固まっている 70。ただし強制執行との関係性を含めて.
訴訟における判決と執行方法の連関については問題が残っている。
②既判力の問題(既判力の基準時後の新事由 71)一訴訟の出口の問題一
消費者団体訴訟で確定判決が出た場合に，事業者に対し実体法上の制約を課すことができる。
しかし判決の基準時後に，判決対象の契約条項や事業者の勧誘行為を適法もしくは違法とする
見解が支配的になる場合も考えられ この場合の処理が問題となっている。
問題となり，見送られた。
6 なお，本稿では，消費者契約i去における消費者団体訴訟の条文解釈自体を問題とするものではない。
67笠井正俊「適格消費者団体による差止前求に関する問題JNBL959号 (2011年)27頁以下に詳細な検討がある。
68 笠井・前掲(注67)29頁参照
69例えば，竹下守夫「生活妨害の差ll:と強制執行・再論J判例タイムズ428号 (1981年)27頁，松本博之 rtrtl
象的不作為命令を求める差止請求の適法性」自由と正義34巻4号(1983il') 27頁，川曲目IJ!H!Ir廷止訴fj公にお
ける強制執行の意義と役割jジ‘ユリスト 971号(1991年)260頁等を参照。
70今日においては，例えば騒音をめぐる訴訟において 最判平成5年2月25日判時 1456号53J!I.紋判平成7
年7月7日民集49巻7号2599頁等で¥こうした抽象的な特定の訴えを認めている。
71 菱田雄郷「消費者団体訴訟の課題J法律時報79巻l号 (2009年)96μ以ートーにt洋しい。また.町村泰:Uer消費
者団体による訴訟と訴訟法上の問題点ー訴訟物と既判力の客制的純日tlを'1心にJNBL9797;. (2012年)108頁
以下も参照。
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差止めは，過去の一回的な事実にのみに依拠するものではなく，対象の契約条項や事業者の勧
誘行為を将来にわたって継続的に不当とするものである。そうである以上，社会状況の変化の主
張は，将来の法律関係の予想に関する指摘であり，その判断に強い拘束力を認めるべきではない
との見方もできる 720
これについて，行為に対する社会的評価や判例の変化は，新事由ではないとの見方が，既判力
の伝統的・基本的考え方である 73。これには，判決の安定性を損なう可能性がある上，問題の条
項や勧誘行為を不当とする最高裁判決の後，当該条項を使用する事業者が存在しなくなるほど大
きな社会状況の変化があった場合には，新たな最高裁判決が出現する余地がなくなり，従来の判
決が温存されるからである 740 もっとも，業界慣行や判例の変化が新事由に該当するという見方
もある 75。
これは，環境訴訟でもあまり議論されてこなかったが，科学的な知見が事後的に明らかになる
場合があり，一度判決が出された後の問題は，理論的にも実務的にも重要な問題であるといえる。
新訴訟物理論のもとで，既判力は広く捉えられる傾向にあるが 76 日々環境は変化すること，科
学技術の発展により新たな事実が発見されうることを前提とすると，環境訴訟においても.既判
力による後訴の遮断をどのように考えるかという問題が残る。
③濫訴の問題
企業活動に対し，消費者団体がどのように消費者の意見を纏め上げて訴訟を提起するのか，予
測できないとなると，企業としてはリスクが大きい。消費者団体訴訟は，消費者団体の適格判断
および不当条項や不当表示の差止めという提訴可能な内容を制限することで，その危険性を極小
化した.最低限の形式のみ整えた制度といえる。特に，適格についての基準は厳格かつ織密なも
のであり(常設機関であり，窓口業務をしている等)，それをクリアしなければならない消費者
団体の負担は大きいと言えるが，反面，濫訴のおそれをなくすための手段とも言える。
環境団体訴訟の場合には， ドイツの消費者団体訴訟で想定されるような同様の事業者による隠
れ蓑訴訟などの可能性はなく，むしろ訴訟という莫大なコストがあることで，濫訴は起こり得な
いという見方もある 77。しかし，こうした予測に基づく制度導入に対して実際に濫訴が起こった
場合の対応も考慮する必要があるしそれによる裁判所の負担過重の問題も発生しうる 78。これ
72 菱田・前掲(注71)97頁参照
73 三木・前掲(注65)58頁参照
M 菱田・前掲(注71)98頁参照
75 山本些「消費者団体訴権制度の基本的特色と解釈問題」法律のひろば60巻6号 (2007年)43頁参照
76 例えば，上村明広「差止請求訴訟の機能」新堂幸司=谷口安平編『講座民事訴訟 (2)j(弘文堂， 1984年)
273頁以下等を参照。
77 伊藤真「ドイツ連邦共和国における環境保護と団体訴訟 (2・完)J民商法雑誌83巻3号 (1980年)23頁参照
78 桑原勇進「環境団体訴訟の法的正統性」環境法政策学会編『公害・環境紛争処理の変容j(商事法務， 2012年)
161頁参照
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らは制度設計上の議論となろうが，詳細な適格要件の検討の問題がある。
(3) 日本における環境団体訴訟の手続問題とドイツ法からの示唆
このように，今日の消費者団体訴訟は，制度としても完成されたものではなく，環境訴訟にお
いて残された議論と同様の問題を，依然として抱えていると思われる。しかし消費者団体訴訟
制度の創設は画期的であり，他分野の団体訴訟制度の議論にも大きな影響を及ぼしうるものであ
る。特に，環境団体訴訟は，消費者団体訴訟の手続法的問題と類似点が多いため.同様の問題の
解決を考える必要がある。ただし，同じ団体訴訟であっても，必ずしも消費者団体訴訟と環境団
体訴訟はリンクしていない。それは，団体に求められる機能が異なり 予防訴訟としての消費者
団体訴訟と救済訴訟としての(民事)環境団体訴訟の違いに基づくものである。そこで，これら
をふまえて，最後に，民事環境団体訴訟の課題を整理・分析する。
①環境団体訴訟の性質による類型一予防訴訟と救済訴訟一
まず考えなくてはならないことは.r団体訴訟Jといわれるものの中には，様々な性質のもの
が混ざっており，何を求める訴訟類型なのかという基準で団体訴訟を捉え直す必要があるという
ことである。ドイツで制度化された環境団体訴訟は，環境への問題が起こりうる一定の行政の作
為・不作為につき，その再考を求めるという事前の予防を求めて行う予防訴訟である。そこで想
定される団体は， 日本の消費者団体のような比較的規模の大きな常設環境保護団体である。しか
し 日本のこれまでの環境団体訴訟といえば，環境汚染が発生もしくはまさに発生しようとする
段階の危険防止や事後救済等を求めて行う救済訴訟であった。そこで想定される団体は，地域住
民が結成した小規模な(環境)団体である 790 これらが混然となったままで，民事訴訟と行政訴
訟のどちらの手続で環境団体訴訟を実現するかという二者択一には意味がなく，対象となる環境
団体の大小や期待される役割に応じた役割分担をすべきであり それは十分に可能であると思わ
れる。
越智教授は， ドイツを参考に，団体訴訟には ①団体の所有権侵害のような団体固有の利益侵
害が問題となる場合に，自己の権利に基づき司法救済を求める訴訟(個別救済訴訟).②団体構
成員が原告適格を有する場合に団体が構成員の権利をまとめて提訴するという訴訟(集団的訴
訟)，③団体の参加権侵害など手続違反を争う訴訟(参加訴訟)に分けられ， ドイツで導入され
た環境団体訴訟や日本の行政法分野で考えられている環境団体訴訟は③の参加訴訟であると指摘
している叱確かに，③参加訴訟は既存の訴訟制度でカバーできない予防訴訟であることから導
79 山本和彦「環境団体訴訟の可能性」高田裕成ほか編『企業紛争と民引手続法理論j (尚 ~jf.法務， 2005年)201 
頁では，民事での環境団体訴訟について，地域的な団体でかつW:境問旭発生後に車i'Ji比された|到休による提訴が
多いという点を指摘している。
80 越智敏裕「団体訴訟の制度設計 J 環境法政策学会制 f公;!?・環境紛争処~'(!の変平等j (jfi!Jril;務， 2012年)169 
頁参照
??
入が検討されており，その必要性はほぼ一致している 81。その際には，行政手続とフィットした
行政訴訟との親和性が高い。
しかし，①個別救済訴訟や②集団的訴訟のような救済訴訟は，形式的に現行法において訴訟は
可能であるとしても，実質的に司法救済が困難であることに違いはない。現状として，①個別救
済訴訟については，環境被害は広範囲に及ぶことが多いことから，環境団体だけが権利侵害を受
けたことにはならない可能性が高い。また，②集団的訴訟の手段として，補助参加の活用が考え
られるが，ほとんど活用されていない状況にある 82。これらは 民事環境団体訴訟として考えな
くてはならない領域として，依然として問題が残っている。こうした，期待しうる環境団体訴訟
の違いを前提とする民事訴訟と行政訴訟の役割分担とそれぞ、れの手続が必要となる。
②環境団体訴訟における法的性質
ドイツでは，環境法と民事訴訟法ともに団体訴訟には固有権としての権限付与がなされている
ために，理論的に矛盾なく，環境訴訟も消費者団体訴訟も実体法を根拠とする権限が与えられて
いる。そして， 日本でも消費者団体訴訟は固有権としての権限付与が認められている。
環境団体による訴訟も，理論的には固有権として認めることが素直で、あり，そうなる以上，実
体法上の根拠が必要となる。ドイツでは，行政法としてあるいは民事法としてという違いはある
が，適格要件を設けて，法律の範囲内で認めることは共通する。環境団体訴訟も，適格要件を整
理した上でならば認められでも問題ないだろう。
しかし，その際にドイツのように行政手続にあらかじめ関与した団体のみという適格要件は，
日本においても手続参加の概念は広まってきたとはいえお，範囲を絞り込み過ぎてしまうことに
なる。また，救済訴訟の場合には，対象外となり 救済するための規律が別途必要となる。
これまで述べてきたように，特に日本では 団体の大小関係なく，環境団体訴訟に期待される
領域は広く，多種多様な紛争形態が考えられることから，訴訟外での濫用のおそれが懸念され，
さらに訴訟が，国民一般の利益のためではなく団体の利益のために行われるに過ぎないのではな
いかという懸念も出ていたへそうなると，環境団体訴訟に期待しうる機能を予防訴訟と救済訴
訟に分け，予防訴訟は固有権説の考え方で，救済訴訟は訴訟担当説の考え方でというように，そ
れぞれに理論的な整合性と実態に即した法的な対処を考えるべきといえよう。
③判決効の拡張と濫訴の防止
環境訴訟もしくは環境団体訴訟で一般に差止めを求める場合 原告勝訴の場合と原告敗訴の場
合で被告の対応に違いが出るため，紛争の蒸し返しをめぐる問題が発生する。具体的には，原告
81 例えば，行政訴訟検討会の「最終まとめJ(平成 16年10月)の時点で 既に環境団体訴訟の論点整理は済ん
でおり，その導入の必要性を論じている。
82 拙稿・前掲(注2)341真参照
83 環境における手続参加については，大久保規子「市民参加と環境法」大塚直=北村喜宣編『環境法学の挑戦』
(日本評論社， 2002年)93頁以下参照。
84 越智・前掲(注80)175頁
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は，複数の提訴に対して一つでも勝訴すれば行為を差止めができるのに対・し.被告は，個別の行
為を守るためにすべての提訴に対し，勝訴をしなければならないということであり，原告と被告
の対等性を欠くことになるからである 85。そうなると，被告の保護の見地から確定判決後の提訴
制限は必要ともいえるが 環境訴訟は.事情が変更されることが大いにありうることに留意する
必要がある。その場合に 消費者団体訴訟での議論でもあった「新事由」をもって拘束力を制限
する考え方が参考になる叱
環境団体訴訟においては.そもそも，団体の構成員の中に法的保護を必要としている者が含ま
れていない場合は，訴訟の濫用であるために既判力で制限するということが根本的な発想として
ある。そうでない限り，各地で多くの訴訟が提起され，同様に審理が行われ，更にその判決が矛
盾するという問題が発生してしまうからだ。
しかし消費者団体のような適格団体の限定だけでは，地域住民による訴訟のような問題の解
決には至らないし，既判力ではその後の社会状況の変化にも対応できなくなることから，既判力
による制限をそのまま維持することにも疑問があるといえる。
そうなると，消費者保護のような，一般的利益という意味での「公益」と，環境保護のような，
私益の入り混じった公益と純粋な公益という意味での「公益Jがあることを前提に，それぞれを
念頭に置いた性質の異なる団体訴訟による例外を認める余地があるという点も指摘できょう。
(4)ありうべき環境団体訴訟に向けての手続法の観点、による基礎的考察を踏まえて
これまでドイツの環境団体訴訟 ドイツの消費者団体訴訟 日本の消費者団体訴訟を検討し
日本の環境団体訴訟としてどの点が問題となっているかを分析してきた。
まとめると，①まず， ドイツでは環境団体訴訟を行政手続と連動した形で認められており，原
告適格や訴訟の対象を絞り込むことで，濫訴を防止しているが，特別な手続として完結しており，
手続法の問題解決にも至っていなし、。そして そこで解決できない問題を民事的な訴訟のアプ
ローチに解決を求める主張が出てきている。②次に，民事訴訟として行われるドイツの消費者団
体訴訟は，機能は拡大しつつあるが，基本的には差止めに限定した形で，民事訴訟法理論の一般
的な原則を守りつつ訴訟が認められている。一方で、，損害賠償などの集団訴訟の手当はなく，残
された課題となっている。③そして， 日本の消費者団体訴訟は， ドイツを参考にして制度が構築
され，一定の範囲に絞って認められており，環境訴訟もしくは環境団体訴訟と類似する論点は積
み残されたままとなっている。④それらを踏まえると，環境団体訴訟と一括りにした議論をせず
85 山本・前掲(注79)203頁
86 ただし，環境訴訟における「新事由」をどのようにとらえるかという/Xについては，環境それ自体の変化等，
様々な要因が考えられ，それらをどういった証拠等をもってどこまでiほめていくべきか，吏なる検討が必要と
なろう。(追記.これについては. ;jlJi梢「環境における新たな知見の発凡と!呼世間IlのIJ能性」日本土地環境学
会誌20号 (2013年)7頁以下参照)
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に，環境団体の大小や環境団体に求められる予防訴訟と救済訴訟の違いに応じて，行政訴訟で対
応できるものと民事訴訟で対応できるものに分けるべきである。具体的には，環境団体訴訟の類
型を分けて考え， ドイツ環境団体訴訟が制度化されている行政訴訟での「事前予防」で対応すべ
きは予防訴訟であり，その主体は適格性をもった環境団体となる。一方，日本で議論されてきた
民事訴訟での団体訴訟は， r事後救済」等が必要である救済訴訟であり，その主体は小規模な団
体から訴訟手続上の煩雑さを回避するための団体までの広範なものとなる。こうした役割分担を
明確することで，想定しうる問題を絞り込むことができ，解決すべき手続法上の問題とその解決
手段も決まってこようぺ
本稿では，環境団体訴訟を民事訴訟で実現するために必要な論点を整理したが，各論点につき，
問題の提示をしたのみで、あった。それらの論点を乗り越えて 民事訴訟の分野で環境団体訴訟を
具体的にどういった方法で実現していくのかが残された課題である。特に救済訴訟において.問
題を端的に解決しうるものとしてアメリカ型のクラスアクション等の訴訟類型があることを指摘
しておきたい。
87 なお，付言として，こうした環境団体の大小を踏まえた議論がこれまでできなかった背景として，日本を代表
する環境団体がほとんどなかったという点も指摘しておきたい。ドイツで消費者団体訴訟が認められたのは，
消費者団体への期待ゆえであると評する見解があり(高田・前掲(注31)99頁参照)，法律問題以前の団体の
実態の問題として，消費者団体への信頼と期待が前提になろう。環境団体訴訟が可能となるために，できるだ
けの財政基盤，情報収集力，人材の確保などの強化が環境団体には必要である。環境団体訴訟は，正統性
の観点からも有用性が認められており(島村健「環境団体訴訟の正統性について」高木光ほか編『行政法学の
未来に向けて 阿部泰隆先生古希記念j(有斐閣， 2012年)503頁以下参照)，理論面でも実践面でも更なる分
析・発展が必要である。
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